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AIIBは新しい模範か

　アジアインフラ投資銀行（AIIB）
の年次総会が７月28日、新型コ
ロナウイルスの影響を受けてオン
ライン方式で開催された。開幕に
あたって、中国の習近平国家主席
は開業から４年を経たAIIBに対
して「良い立ち上がりを実現し
た」「AIIBは国際的な多国間協
力の新しい模範になるべきだ」と
自画自賛した。しかし、多国間協
力の新しい模範と言いながら、次
期総裁は現職の金立群氏が再選さ
れ、間違いなく中国の影響力が継
承される路線が確立されている。
習国家主席の言う「多国間協力の
新しい模範」に疑問が湧いてくる。
　ただ、AIIBの加盟国・地域は
確かに増えている。2016年の開業
当初の57カ国から現在は102カ国
へと倍近くに増えている。日米の
主導するアジア開発銀行（ADB）
は68である中、中国は自身の実
績を誇らしげに語る。AIIBのこ
れまでの承認案件は87件で、そ
の投資総額は196億ドル（約２兆

円）を超えているとの報道もある
（７月28日時点）。
　しかし、AIIBとADBは立ち位
置が大いに異なることに注目しな
ければならない。その大きな違い
は、AIIBがインフラ投資に重点
を置いているのに対し、ADBは
開発目的が広く、インフラ開発は
もとより教育、保健、貧困削減な
ども手がけている。しかも低開発
国には長期で低利の譲許的な融資
やグラント支援も行っている。例
えば、2019年に限って見ると、
AIIBの融資提供額が40億ドル
（中国向け５億ドル融資を含む）
に対して、ADBからAIIBへの融
資および贈与のコミットメント増
額は217億ドルであるから、金額
面でもAIIBはADBに大きく差を
つけられている。
　ここで、もう少しAIIBに関す
る意見を求めることにしよう。最
近、前ADB総裁の中尾武彦氏が
『アジア経済はどう変わったか：
アジア開発銀行総裁日記』（中央
公論新社）を出版した。その中で、
AIIBが創設された時期に次のメ

ッセージを書いている。（１）
AIIBはアジアをはじめ他の途上
国のインフラ投資を助ける機関で
あり、国際的な最良の基準を遵守
しなければならない。（２）
AIIBはADBや世界銀行を補完す
る機関（今の中国がそう思ってい
るかは定かではないと筆者は思
う）であるが、AIIBはこれらの
機関よりも新しい機関であるだけ
にガバナンスなどが時代にマッチ
し、効率的な部分もあるかもしれ
ない。（３）AIIBが誕生しても
ADBの中国にとっての重要性は
変わらない。

中国の世界戦略志向

　しかし、AIIB設立準備に関わ
った中国側の一人は、これまでの
国際秩序は欧米中心だったという
視点を明確にして、日本の協力を
呼びかけている。こうした発想は、
今回のAIIB年次総会で習近平主
席の述べた「AIIBは多国間協力
の新しい模範になるべきだ」とい
う思想に通じるものがある。これ
は筆者の偏見でもあるが、中国の

言う新しい秩序とは、将来に向け
ての戦略的な世界観を示すもので
あって、あえて言うと、中国の欧
米に対抗する新しい世界秩序づく
りを目指すものと言っても過言で
はない。ヨーロッパをはじめカナ
ダ、オーストラリアなど多くの先
進国まで、中国の言う「インフラ
建設」という甘く経済的魅力のあ
る言葉に釣られるように、AIIB
に次々と参画した。そのAIIB創
設の裏には、その裏の裏があるか
もしれないが、中国の目に見えな
い、そして測り知れない長期戦略
が潜んでいるように感じられてな
らない。
　次に再度、前ADB総裁の中尾
武彦氏に登場願い、日本への中国
のAIIB協力要請についてどう答
えたかを追ってみよう。筆者には
かなりの衝撃を受ける部分もあっ
た。
　（１）中国はすでにいろいろな
面で十分存在感のある大国であり、
日本が経済的にピークであった
1980年代とは比較にならないほ
ど国際的な発言力を持っている。
（２）中国は国際機関の中でのシ
ェアが小さいと言うが、国際通貨
基金（IMF）や世銀でも日本が長
い間苦労してやっと手に入れたよ
うなシェアと幹部ポストをいち早
く確保している。（３）日本は戦
前に西欧へのリゼントメント（対
等に扱われていないことへの憤
り）やいろいろな事情があったと
しても、拡張主義に陥って、国土
も国民も周辺の人びとも、そして
自らへの信頼も大きく傷つけたと
いう歴史がある。（４）中国もア

ヘン戦争以降の歴史につ
いては悔しい気持ちがあ
るかもしれないが、それ
までは疑問の余地のない
大帝国であり、尊敬もさ
れていたのだから、慌て
て存在感を示す必要はな
く、しっかりと安定的な
成長と国民の生活向上を
目指したらよいのではな
いか。（５）そうすれば、
自分から言わなくても、
もっと存在感は大きくな
り、もっと尊敬される国
になるのではないか。
　そして、中尾氏はこう
付け加えている。「先方
は黙って聞いていたが、どう受け
取ったかはわからない」。筆者と
しては、中国側の反応を知りたか
った。今の中国は、既存の世界秩
序の変更を求めており、ただ旧世
界の秩序、価値観の変更を自分に
都合の良い国家第一主義に基づい
て行っていては世界の反発を招く
だけであると言いたい。

中国の危険な領海問題

　その良い例が領海問題である。
竹田いさみ著『海の地政学：覇権
をめぐる400年史』（中公新書
2566）によると、国際社会は30
年以上の歳月をかけて「国連海洋
法条約」を1982年に誕生させた
が、これに挑戦的な態度をとった
のが中国であった。中国は1996
年に国連海洋法条約を批准しなが
ら、実はその４年前に国内法とし
ての「領海法」を制定して、国連
海洋法条約に縛られないことを明

文化している。中国はこの国内法
を持ち出して自由裁量をもって海
洋同盟に関与できるのである。だ
から、中国は周辺の島々を全て領
有していると一方的に宣言して、
周辺の国々が実効支配しているの
にもかかわらず、それを無視する
ように国の領有を主張している。
現在、問題になっている日本の尖
閣諸島やフィリピンが実効支配し
ている南シナ海のスカボロー礁も
中国領であると主張する。尖閣諸
島は日本の領土であるにもかかわ
らず、中国は公船や軍艦を継続的
に派遣して、中国領というイメー
ジづくりを行っている。これは既
存の秩序を破壊する以上の危険な
行為だと言わざるを得ない。
　そういう国がAIIB総会で主席
自ら「国際的な多国間協力の新た
な模範となるAIIB」と発言する
ことに、大いなる矛盾と詭弁を感
じてならない。

大いなる矛盾と詭弁を感じる
習近平国家主席の発言
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国際人材生かす地方創生
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独自の地方創生戦略を

介護系の企業・団体の海外進出支
援が考えられ、現地で得た経験を
日本に還元することもできよう。
市民社会には若者だけでなく、高
齢者、障害を持つ人、地域に住む
外国人など、多様な人たちが含ま
れる。彼らも巻き込むことによっ
て、「誰も取り残さない」地域づ
くりを目指すのだ。
　JICAの第一義的な使命は途上
国の発展であることに変わりはな
い。しかし、コロナ禍を機に「日
本で何ができるか」も改めて考え
てもらいたい。熟慮の結果、繰り
出された行動は途上国での活動中
止を余儀なくされる開発関係者の
次なる行動指針にもなるだろう。
今こそ、ロールモデルとなって、
開発関係者を導いてほしい。

（本誌編集部・福島 勁太郎）

つも、地方創生へのさらなる貢献
に向け、この場で少し提言したい。
　まず、JICAは独自の地方創生
戦略を持つべきだ。現状は関連省
庁が策定した政策を根拠に地方創
生に向けた取り組みが実施されて
おり、独自性が見えにくい。個々
で成果を出して良しとするのでは
なく、「知見をいかに途上国開発
へと生かしていくか」までを見越
した戦略が必要ではないか。
　例えば、地方自治体との人事交
流をより積極的に推進しても良い
だろう。「少子高齢化」「保健」
など課題別のテーマを設定して出
向させ、出向者が出向先で得た知
見やノウハウを報告書の形でただ
まとめるだけではなく、JICA内
できちんと体系化し、蓄積してい
くのだ。特に少子高齢化は、アジ

アの中進国などでも深刻化しつつ
ある。あらかじめ先進的な高齢化
対策を進める地方へJICA職員を
出向させ、その得られた知見やノ
ウハウに全職員がアクセスできる
ようにすれば、途上国の高齢化問
題に取り組む際に有益な参考情報
となるのではないか。
　加えて、戦略では「多様なアク
ターを巻き込む視点」も忘れては
ならない。地方創生は地方自治体
だけでなく、地方企業や市民社会
も重要な役割を果たしている。企
業とは協働を通じてJICAへの理
解を深めてもらい、その中で海外
展開に興味を持つところには中小
企業・SDGsビジネス支援事業な
どJICAのスキームを提供して、
海外進出を積極支援するとよい。
少子高齢化対策においては医療・

政策で明示化されたODAの連携

　世界的な新型コロナウイルスの
感染拡大は、日本の開発協力に深
刻な影響を与えている。国際協力
機構（JICA）海外協力隊は全員帰
国した。開発関係者も遠隔での事
業実施や国内業務への振り替えを
余儀なくされている。しかし、ピン
チは最大のチャンスでもある。こ
うした時だからこそ、「開発協力
の知見を生かして、日本国内で何
ができるか」を考えていくべきだ。
　その答えの一つは「地方創生」
だろう。日本の地方が抱える課題
は開発途上国のそれと共通するこ
とも多く、地方創生を通じて新規
事業の開拓に挑む開発コンサルタ
ントも出てきている（28～29ペ
ージに詳細）。JICAもここ数年、
日本国内における共生社会の構築
へ注力する姿勢を見せている。
　JICAはもともと、途上国から
地方自治体への研修員受け入れ、
草の根技術協力事業（地域提案型
／地域活性化特別枠）など、地方
自治体との連携を通じた途上国開
発を促進してきた。2015年の
「開発協力大綱」で地方自治体と
の連携強化が謳われてからは、こ
れらの取り組みはさらに拡大傾向
にある。JICA国内事業部次長
（国内連携担当）の阿部裕之氏は、
「JICAの第一義はあくまで途上
国の発展」としつつ、「地方自治

体と協力して途上国の発展に貢献
できれば、地方自治体はそこで培
った経験・ノウハウを活用して自
らの地域の活性化にもつなげられ
る。そういった視点も持って、地
方自治体との協力を強化してい
る」と語る。
　こうしたJICAと地方自治体と
の連携は、19年４月の改正出入
国管理法の施行以降、外国人材の
受け入れといった日本政府の政策
に合わせてより多様化している。
20年７月の外国人材の受入れ・
共生に関する関係閣僚会議で改訂
された総合的対応策では、地方自
治体が実施する共生社会づくりに、
協力隊経験者といった国際人材の
リクルート（26ページ）や、
JICAが全国に配置している国際
協力推進員および国内拠点の活動
などを通じて、JICAが貢献する
ことが初めて打ち出された。

協力隊の訓練生を地方に派遣

 JICAの地方創生における取り組
みで要となっているのは、“人”
だ。その一つに、地方自治体との
人事交流がある（22～23ペー
ジ）。現在８名のJICA職員が地
方自治体に出向し、ハード・ソフ
ト両面でまちづくりに従事してい
る。人事部人事課の徳田真人氏は、
「地方自治体への職員出向の狙い
は、JICA職員が持つ社会課題の
解決能力といった強みを地方自治

体の業務に生かして、日本国内の
課題の解決に貢献していくことと、
職員のキャリア開発の機会とする
こと」と話す。一方で、JICAは
地方自治体から現在、11名の出
向者を受け入れて、JICAの持つ
途上国支援の知見・経験の地方へ
の還元にも努めている。
　協力隊については、先述のリク
ルートのほか、新型コロナの感染
拡大を受けて派遣前訓練が延期と
なっている訓練生を地方創生の現
場に派遣する「特別派遣前訓練」
が実施されている。訓練生を２～
５人の隊に編成し、８月下旬から
順次派遣している。派遣先は内閣
官房のまち・ひと・しごと創生本
部が推進する「生涯活躍のまち」
づくりに参画する地方自治体の地
方創生事業の現場や、島根県海士
町などJICAが協力関係にある地
方自治体だ。青年海外協力隊事務
局次長の作道俊介氏は、「従来の
派遣前訓練の中にも訓練所周辺で
地域貢献活動を行う『地域実践』
のコマがある。これを拡大する形
でそれぞれの訓練生の地元地域で
地方創生の活動ができるような新
たな制度づくりを検討する」と話
す。実現できれば、協力隊員のキ
ャリア形成の一助となるだろう。

知見を体系化し、途上国で生かせ

　個々の事例を見ていくと、確か
に成果は出ている。そうは言いつ
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JICAに期待される「ロールモデル」の役割
Inter view

「言わない、やらない」技術を磨け

「拠点」づくりに注力
　（公社）青年海外協力協会（JOCA）は、青年
海外協力隊（現、海外協力隊）の帰国隊員によ
って設立された組織だ。協力隊活動で培った精
神と経験を生かす国際協力・国際交流事業を国
内外で40年以上にわたり展開しており、その一
つに地方創生事業がある。
　現在、石川県輪島市や広島県安芸太田町な
どに協力隊経験者を派遣している。安芸太田町
を例にとると、彼らが主に取り組んでいるのは、地
域の人が集う「拠点」づくりだ。ここはかつて水
運で栄えた町であったが、物流の形態が変わっ
たことから、今では見る影もなくなっている。「こう
したまちをどのように活性化したらよいか」を考え、
思い付いたのが地域内の人材掘り起しとそれら
の人材が集い、交流できる「拠点」づくりであっ
た。
　しかし、この地域には人々が日常的に集える

場がなかった。そこでJOCAは今年８月、町内に
「JOCA×３」を設置した。あらゆる人に集まっても
らい、地域が抱える問題に関して意見を交わし、
解決に導いていくのだ。人の活動があれば、自ず
と消費が生まれて、地域の活性化につながると
考えている。この事業をしっかりと軌道に乗せて
いきたい。

住民に主体性を持たせる
　開発途上国と日本の地方が抱える課題は異
なるとしても、「地域にどう関わって問題点を理
解・分析するか」「地域が持つリソースをいかに
活用して解決していくか」という点では、両者に
差異はない。むしろ赴任先で感じた人とのつなが
りや助け合いの精神が、人との交流を大事にす
る日本の地方部の活性化で生かされると考えて
いる。そこで得た共生の技術を再び国外の地域
おこしに活用することもできよう。
　その上では、途上国の地域開発や日本の地

域おこしに携わる協力隊員と協力隊経験者に
は、「言わない、やらない」技術を磨いてほしい。
例えば、協力隊員は赴任地で「自分がこの現場
を何とかする」と考えて、何でも自分でやる傾向
にある。日本の地域おこしにおいては、地域住民
にアイデアを問われて、「こうすべきだ」と解決策
を助言してしまう場面は多い。しかし、こうすると主
体は地域住民ではなく協力隊員・協力隊経験者
になり、必ず失敗する。自分が去った後に事業が
継続しないからだ。そうしないためには、できること
であっても極力やらず、住民に主体性を持たせる
こと、そして失敗しそうな時には「別のやり方もあ
る」といった形で一歩引いた立場から助言するこ
とが大事だ。
　途上国の地域開発と日本の地方創生の親和
性は高い。帰国隊員が活躍できるフィールドは広
がってきているが、人生100年時代においては
キャリア形成の一つとして、地方創生にも目を向
けてくれると大変嬉しい。

（公社）青年海外協力協会（JOCA） 会長　雄谷 良成氏
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